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【資料２】第６期加賀市障がい者計画（計画期間：令和３年度～令和５年度）の進捗状況について 

 

第６期計画の施策の体系 

 

  

基
本
目
標 

１ 

人にやさしいまちづくり 

施
策
及
び
施
策
の
方
向
性 

(1) 障がいと障がいのあ

る人への理解 

(2) 安全・安心のまちづ

くり 

(3) 地域福祉の推進 

基
本
目
標 

２ 

じりつと社会参加の基盤づくり 

施
策
及
び
施
策
の
方
向
性 

(1) 障がいのある子ども

の育成・教育 

(2) 雇用・就労 

(3) スポーツ・文化芸術

活動 

基
本
目
標 

３ 

暮らしの基盤づくり 

施
策
及
び
施
策
の
方
向
性 

(1) 保健・医療 

(2) 生活支援サービス 

(3) 相談支援・情報提供 
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１ 人にやさしいまちづくり             
(1) 障がいと障がいのある人への理解 

① 広報・啓発の推進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
障がい者差別解消の

ための職員研修 

○ 「加賀市における障がいを理由とす

る差別の解消の推進に関する対応要

領」に基づき、市職員が適切に対応で

きるよう研修を行います。 

○ 新規採用職員への研修を実施 ○ 新規採用職員への研修を実施 

介護福祉課 

２ 
広報、市ホームペー

ジ等での啓発 

○ 広報や市ホームページ等に障がいに

関する記事を掲載し、正しい知識の普

及や理解の促進を図ります。 

○ 「広報かが」に、いしかわ支え合

い駐車場や障害者週間に関する

記事を掲載し、障がい者理解の

促進を図った。 

 

○ 「広報かが」に手話入門講座に

関する記事を掲載。加賀ケーブル

テレビに手話に関する文字放送を

実施（12月）。 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 

３ 
障害者週間における

啓発 

○ 障害者週間に合わせて、啓発ポスタ

ーの掲示や、障がい者理解に関するチ

ラシの配布などを行います。 

○ 図書館に、障がいのある方のメ

ッセージカードを設置し、市民に

向け障がい理解、啓発を図った。 

〇 ３障がい連絡協議会による、理

解啓発のためのポケットティッシ

ュを市内公共施設、商業施設な

ど16か所に設置した。 

○ 図書館や市の玄関ホールに、障

がいのある方のメッセージボー

ドやカードを設置し、市民に向け

障がい理解、啓発を図った。 

〇 ３障がい連絡協議会が、理解啓

発のためのポケットティッシュや

ポスターを市内公共施設、商業

施設など計16か所に設置した。 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 

４ 
障がい者理解のため

の講演会 

○ 障がい者理解のための市民向け講

演会を開催します。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影

響により中止 

○こころの健康ボランティア養成

講座にて、当事者が講師となり、

障がい理解の啓発に努めた。 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

５ 
地域活動支援センタ

ー機能強化事業 

○ こころの健康ボランティア養成講座

の開催や機関紙の発行などで、障がい

のある人への理解促進を図ります。 

○ こころの健康ボランティア養成

講座の開催（3回1コース）延べ参

加者数：35人 

○ 機関誌「アーモンド」の2回発行

（加賀市役所、加賀市社会福祉協

議会、ブランチ等に配布） 

○ 市内ピアサポーターの養成講

座の開催（４回1コース） 

参加者数：4人 

○ こころの健康ボランティア養成

講座の開催（３回１コース） 

開催回数：1回、 

延べ参加者数：１４人 

○ 機関誌「アーモンド」の2回発行 

（加賀市役所、加賀市社会福祉協

議会、ブランチ等に配布） 

○ 市内ピアサポーターの養成講座

の開催回数：１回、参加者数：4人 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 

６ 
意見交換会の開催 

（よろしくトーク） 

○ 障がいのある人と、地域の民生委員

等との意見交換の場を設け、共生社会

の実現を図ります。 

○ 新型コロナウイルス感染防止の

ため中止 

○ 大聖寺地区の民政委員と３障

がい連絡協議会（悠々あゆみ会）

の当事者が、顔合わせを行い、障

がいのある方の生活実態を伝

え、民生委員とのつながりの必要

性を呼びかけた。 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 

7 手話理解促進事業 

○ 手話を使いやすい環境を整備し、手

話の普及啓発を行うことで、障がいへ

の理解促進につなげます。 

〇 加賀市独自の手話単語の動画

を制作（10単語）し、市ホームペ

ージ（Kaga Signs）に掲載した。 

〇手話理解啓発のためのリーフレ

ットを700部増刷し、令和4年度

に手話教室を受講する小学生

や、行政サービスセンター等に配

布予定。 

○ 加賀手話単語の動画一覧に観

光紹介などを追加改修 

観光に関する「加賀パフェ」や

「鶴仙渓」などの単語に、観光案

内や説明などを付けるため、ホー

ムページの改修を行った。 

○ ケーブルテレビで、手話に関す

る文字放送を実施（12月）。 

介護福祉課 

８ 
かもまる講座 

（市職員出前講座） 

○ 障がいのある人の支援や障がいへ

の理解について、希望する市内の団体

向けに出前講座を開催します。 

○ 職員による出前講座を２回開

催 

○ 職員による出前講座を１回開

催 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 
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② 学校教育における理解促進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 児童生徒の交流 

○ 障がいのある児童生徒と障がいの

ない児童生徒の相互理解を深めるた

め、特別支援学校と小中学校との交流

の機会を設けます。 

〇 学校間交流 3回（オンライン） 

内訳：小学部 2回、中学部 1回 

〇 居住地校交流 １９回 

内容：小学部 7名 4校 

  オンラインによる作品交流、ビ

デオレターなど 

〇 学校間交流 ３回 

内訳：小学部 2回、中学部 1回 

〇 居住地校交流 18回（17回オ

ンライン・対面1回） 

  内容：小学部 7名 4校 

オンラインによる作品交流、ビ

デオレターなど 

学校指導課 

２ 小学校等手話教室 

○ 小学校等で「ろう講師」による手話教

室を開催し、手話と障がいのある人へ

の理解を促進します。 

○ 手話教室を市内の６小学校6

学級を対象に、1学級につき全8

回、開催した。新型コロナウイル

ス感染症予防対策をし、対面式

で行った。 

受講した児童は最後に手話で自

己紹介スピーチを行い、手話をと

おして障がいや障がい者に対す

る理解を深めた。 

また、１高校2学級でも開催した。 

○ 手話教室を市内の9小学校9

学級を対象に、1学級につき全4

回、開催した。新型コロナウイル

ス感染症予防対策をし、対面式

で行った。 

受講した児童は最後に手話で

自己紹介スピーチを行い、手話

をとおして障がいや障がい者に

対する理解を深めた。 

介護福祉課 

３ 
みんなでやさしいま

ちづくり教室 

○ 福祉教育の一環として、手話、点字、

誘導車いす等の体験を通して、障がい

と地域福祉に対する理解を促進しま

す。 

○ 小学校 ４校 計1４回 

・視 覚 ３回 

・聴 覚 ４回 

・車いす ７回 

（児童センターは申込を控えた） 

○ 小学校 ４校 計９回（199人）

児童センター  ５か所  計５回 

（65人） 

・視覚 ４回 

・聴覚 ５回 

・車いす ５回 

福祉政策課 
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 (2) 安全・安心のまちづくり 

① 安心なまちづくり 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
公共施設のバリアフ

リー化 

○ 「石川県バリアフリー社会の推進に

関する条例」の整備基準に基づき、公

共施設の整備、改修の際にバリアフリ

ー化を行います。 

○ 橋立地区会館大規模改修工事 

○ 山代スマートパーク多目的トイ

レ整備 

〇 加賀市美術館トイレ洋式化 

○ 動橋東部公園トイレ新設 

○ 庁舎トイレ洋式化（２か所）、自

閉式水栓設置（11か所） 

〇 山中図書館トイレ洋式化 

〇 加賀市文化会館椅子式階段昇

降機修理工事 

〇 中央公園（おとぎの国、ちびっ

子広場）トイレ建替え工事 

 （洋式化・多目的トイレあり） 

○ 大聖寺ゲートウェイトイレ新設

（多目的トイレあり） 

行政まちづくり課 

都市計画課 

文化振興課 

土木課 

財政課 

企画課 

生涯学習課 

２ 
スマートシティ推進

事業 

○ 市民生活の利便性向上のため、デジ

タル化の推進を図ります。 

○ 最新の技術を障がいのある人の視

点で開発、活用する「スマートインクル

ージョン」と一体的な取組みを行いま

す。 

○ 電子申請の実施 

・電子申請化対象件数の拡充を

進め、令和3年度末で延べ190

の行政手続きを電子申請化 

○ 視覚障がい者が日常生活を安

全に暮らすために使えるAIスピ

ーカーの購入助成を検討 

〇 文化施設において障害者手帳

アプリミライロID導入（石川県九

谷焼美術館、加賀市美術館、中谷

宇吉郎雪の科学館、魯山人寓居

跡いろは草庵、 北前船の里資料

館、深田久弥山の文化館、九谷焼

窯跡展示館、鴨池観察館、山中温

泉芭蕉の館） 

〇 公共交通アプリの導入 

・公共交通の情報検索、のりあい

号の予約、1日フリーパスが購入

できるMaaSアプリを導入。 

○ 電子申請の実施 

・電子申請化対象件数の拡充を

進め、令和4年度末で延べ240

種類の行政手続きを電子申請化 

○ 視覚障がい者が日常生活を安

全に暮らすために使えるAIスピ

ーカーの購入助成を実施 

企画課 

イノベーション推進部 

介護福祉課 

文化振興課 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

３ 

手話による情報の取

得及び手話を使用し

やすい環境づくり 

○ ろう者（＝手話を言語とする人）の生

活やニーズを踏まえながら、情報提供

等に努め、コミュニケーションがとりや

すい環境整備を推進します。 

・手話による情報提供の充実 

・多様な場面で手話を使用した意思疎

通がしやすい環境づくり 

〇 加賀市独自の手話単語の動画

を制作（10単語）し、市ホームペ

ージ（Kaga Signs）に掲載した。 

〇 手話理解啓発のためのリーフレ

ットを700部増刷し、令和4年度

に手話教室を受講した小学生

や、行政サービスセンター等に配

布予定。 

〇小学生等のための手話教室 

・小学校6校6学級 

・高校1校2学級 

○ 加賀手話単語の動画一覧に観

光紹介などを追加改修 

観光に関する「加賀パフェ」や

「鶴仙渓」などの単語に、観光案内

や説明などを付けるため、ホーム

ページの改修を行った。 

○ ケーブルテレビで、手話に関す

る文字放送を実施（12月）。 

○ 小学生等のための手話教室 

  ・小学校９校９学級 

介護福祉課 

４ 読書環境の整備 

○ 「視覚障害者等の読書環境の整備の

推進に関する法律」、「加賀市読書活動

推進条例」（策定予定）の趣旨を踏ま

え、電子書籍（デイジー図書等）の普及

など読書環境の整備を推進します。 

〇 視覚障がい者専用の電子図書

館「アクセシブルライブラリー」を

令和４年度から運用するための

準備期間。 

〇 視覚障がい者専用の電子図書

館「アクセシブルライブラリー」を

７月１日から運用開始 

生涯学習課 

（図書館） 

介護福祉課 

 

② 安全な移動の確保 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 公共交通体系の充実 

○ 外出時において、移動に支障のある

障がいのある人はもとより、自動車の

運転ができない市民の移動手段の利

便性向上に努めます。 

○ 公共交通利用者数の前年度比 

・路線バス 91.1％ 

・乗合タクシー 109.3％ 

コロナウイルス感染症拡大による

ものである。 

○ 障害者手帳をお持ちの方への

りあい号の割引を実施 

〇 公共交通利用者数の前年度比 

・路線バス 111.9％ 

・乗合タクシー 104.7％ 

コロナウイルス感染症拡大による

ものである。 

○ 障害者手帳をお持ちの方への

りあい号の割引を実施 

企画課 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

２ 移動支援事業 

○ 屋外での移動が困難な障がいのあ

る人の社会参加を促進するため、移動

に同行し支援します。 

○ 支援件数 332件 ○ 支援件数 356件 

介護福祉課 

３ 
自動車運転免許取

得・改造助成事業 

○ 自動車運転免許の取得及び自動車

の改造に要する費用の一部を助成し、

障がいのある人のじりつと社会参加を

促進します。 

○ 自動車運転免許取得助成 

 0人 

○ 自動車改造助成 0人 

○ 自動車運転免許取得助成 

 3人 

○ 自動車改造助成 1人 
介護福祉課 

４ 
福祉タクシー利用料

金助成事業 

○ 移動が困難な重度の障がいのある

人に、小型タクシーの基本料金を助成

します。 

○ 福祉タクシー助成人数 

 163人 

○ 福祉タクシー助成人数 

 160人 介護福祉課 

 

③ 防災・防犯対策の推進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

1 
地域見守り支えあい

ネットワーク事業 

○ 災害時に自力で避難することが困難

な障がいのある人に対し、地域見守り

支えあいネットワークの登録を勧奨し、

その情報等が記載された名簿を、地域

の支援者等（民生委員・児童委員、町内

会長、消防、警察）に提供し、あらかじ

め把握できる体制整備を推進します。 

○ 登録者 2,431人 

（うち障がいのある方610人） 

 

○ 名簿を配布した町内会271町 

○ 登録者 2,401人 

（うち障がいのある方585人） 

 

○ 名簿を配布した町内会271町 
福祉政策課 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

２ 
福祉避難所の円滑な

設置・運営 

○ 災害時において、指定避難所では避

難生活に支障を来たす障がいのある人

のための福祉避難所について、設置・

運営研修を実施し、円滑な設置・運営

を図ります。 

〇 避難所設置運営研修は新型コ

ロナウイルスの影響により、パネ

ル等の展示による啓発として実

施した。 

○ 福祉避難所の設置について

67施設と協定（うち障がい者施

設11） 

施設統合があり１施設減となっ

た。 

〇 福祉避難所の設置訓練は、コ

ロナ禍のため展示型を主体と

して行った。 

 

○ 福祉避難所の設置について

６６施設と協定（うち障がい者

施設11） 

 

福祉政策課 

介護福祉課 

３ 総合防災訓練の開催 

○ 総合防災訓練等の機会を通じて、防

災知識の普及啓発に努めるとともに、

防災意識の向上を図ります。 

○ 片山津中学校を主会場として

総合防災訓練を開催 

〇 山中中学校を主会場として総

合防災訓練を開催 

危機対策課 

警防課 

消防署 

４ 
Eメール119番通報

システムの運用 

○ 聴覚または音声言語機能に障がい

があり、電話による119番通報が困難

な方が、電子メールを利用して消防車

や救急車の要請ができるシステムを運

用します。 

Eメール１１９番通報システム登録

者数 １５人 

通報実績なし 

Eメール１１９番通報システム登録

者数 １５人 

通報実績なし 警防課 

介護福祉課 

５ 消費生活相談 

○ 悪質商法による被害や買い物のトラ

ブルなど消費生活に関する相談支援を

行います。 

○ 消費生活センター相談取扱件

数 246件 

○ 消費生活センター相談取扱件

数 208件 相談支援課 
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(3) 地域福祉の推進 

① 地域福祉活動の推進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 

地域活動支援センタ

ー機能強化事業（再

掲） 

○ こころの健康ボランティア養成講座

の開催や地域への移行支援等を通じ

て、福祉人材の育成や地域の関係機関

との連携強化を図ります。 

○ こころの健康ボランティア養

成講座の開催（3回1コース）延

べ参加者数：35人 

○ 機関誌「アーモンド」の2回発

行（加賀市役所、加賀市社会福

祉協議会、ブランチ等に配布） 

○ 市内ピアサポーターの養成講

座の開催（４回1コース） 

参加者数：4人 

○ こころの健康ボランティア養成

講座の開催や育成の機会の実施 

 開催回数：３回、 

延べ参加者数：１４名 

○ 機関誌「アーモンド」の2回発行

（加賀市役所、加賀市社会福祉

協議会、ブランチ等に配布） 

○ 市内ピアサポーターの養成講

座の開催 

計１回、参加者数：4名 

○ ３障がい連絡協議会（悠々あゆ

み会）の事務局 

 開催回数：７回 

○ 地域活動支援センター連絡会

（市内３か所の地域活動支援セ

ンター間の連携を図る会）の開

催 

 開催回数：３回 

○ 地域移行支援会議でのケース

支援等の検討 

参加回数：３回 

相談支援課 

（地域包括支援センター）

介護福祉課 

２ 
地域活動支援センタ

ー事業 

○ 創作活動や生産活動の機会を提供

し、社会との交流の促進を図るととも

に、日常生活に必要な支援を行いま

す。 

○ 地域活動支援センター利用者

数 852人 

○ 地域活動支援センター利用者

数 1，019人 相談支援課 

（地域包括支援センター）

介護福祉課 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

３ 奉仕員養成研修事業 

○ 点訳・音訳・手話・要約筆記の奉仕員

を養成するため、必要な技術等の習得

を目的とした研修を行います。 

○ 新型コロナウイルス感染症の

影響により講座等は開催中止

とした。 

○ 各奉仕員の養成講座を開催 

 点訳（スキルアップ）、 音訳（新

規対象者・フォローアップ）、手話

（入門）、要約筆記（入門） 

介護福祉課 

 

② 関係団体との連携 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
加賀市じりつ支援協

議会の開催 

○ 保健・医療、教育・療育、雇用など

の関係者、相談支援事業者、サービ

ス提供事業者、当事者団体、行政機

関などで構成する加賀市じりつ支援

協議会において、本市の地域課題の

整理、改善に向けた検討などを行う

ほか、障がいのある人の支援ができ

る人材の育成を図ります。 

○ 協議会の体制を見直し、推進会

議、運営会議、各専門部会の構成と

した。 

○ 全体会は1回、推進会議は２回、

運営会議は４回開催した。 

○ 各専門部会は、課題において解

決策を検討及び実行を目的とし、4

つの部会に分かれて実施した。 

【つながり部会】3回 

【おとな部会（全体）】1回 

【おとな部会（地域ケア会議】1回 

【おとな部会（就労WG】3回 

【おとな部会（計画策定）】2回 

【こども部会】14回 

【まなび部会】6回 

〇会議回数は、推進会議2回、運営

会議3回、各専門部会は、計15回

開催 

〇つながり部会 

・障害者週間の取組で、錦城特別支

援学校学生等当事者のメッセージ

ボードを市役所や図書館、市内商

業施設に設置 

・民生委員と当事者の意見交換会

を開催 

〇おとな部会 

・精神疾患に関する研修会を開催 

・ハローワークとの企業訪問や合同

面接会の協力と事業所間のつなが

りの場の検討を実施 

〇こども部会 

放課後等デイサービスや事業所の

概要の情報共有を目的とした説明

会を開催 

〇まなび部会  

事業所職員を対象とした、実践報

告会を2回開催 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

２ 地域ケア会議の開催 

○ 地域生活支援拠点の整備・運営に

関する協議や、精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステムの構築に向

けた協議の場として、関係機関と「地

域ケア会議」を開催します。 

○ 加賀市じりつ支援協議会おとな

部会（地域ケア会議）において協議

の場を設置 

 

○ 加賀市じりつ支援協議会おとな

部会（地域ケア会議）において協議

の場を設置。精神科医師を講師と

し、精神疾患をテーマとした研修

を開催した。 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

３ 
３障がい連絡協議会

への活動支援 

○ じりつした日常生活、社会生活を

営むことができるよう、３障がいの連

合体による地域における自発的な取

組みを支援します。 

○ 加賀市じりつ支援協議会つなが

り部会が当会のサポートを行い、３

障がい連絡協議会による、理解啓

発のためのポケットティッシュを市

内公共施設、商業施設など16か所

に設置した。 

○ ３障がい連絡協議会（悠々あゆみ

会）の運営を、地域活動支援センタ

ー機能強化事業の一部として、委託

元である地域活動支援センターか

がに委託し、障害者週間のメッセー

ジカードやボードの作成を、当事者

とともに行ってもらい、ポケットテ

ィッシュやポスター市内公共施設、

商業施設など16か所に設置した。 

○ ３障がい連絡協議会（悠々あゆみ

会）の開催についても、地域活動支

援センター機能強化事業に委託。開

催を通して、当事者の生活支援とし

て、民生委員とのつながりをテーマ

とした話し合いを行った。 

 開催回数：７回 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 
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２ じりつと社会参加の基盤づくり        
(1) 障がいのある子どもの育成・教育 

① 早期療育の充実 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
こども育成相談セン

ター事業 

○ 発達の遅れや心配のある児童やその

保護者等に対し、相談支援、発達支援、

情報提供などの包括的支援を実施しま

す。 

○ 保健・保育・福祉・教育が連携して対

応し、助言や情報提供等の支援を行う

ための体制強化を図ります。 

○ ことばの相談 ２２件、保育園訪

問３６1件、学校訪問４1件、専門

医への紹介を実施５件 

○ こども育成支援会議の開催 

７回 

○ ことばの相談 ２０件、保育園訪

問137件、学校訪問145件、専

門医への紹介を実施6件 

○ こども育成支援会議の開催 

6回 
子育て支援課 

２ 
ことばとまなびの巡

回訪問 

○ 「学び方や行動、コミュニケーション、

話しことばや聞こえ方」が気になる未

就学児の実態を把握し、保護者に対し

て、特別支援教育の必要性を考えても

らうきっかけ作りを行います。 

〇 各保育園に「困り感のある幼児

の実態調査」を行い、調査結果を

もとに、学校指導課とこども育成

相談センターが連携し保育園訪

問を行った。 

〇 各保育園に「困り感のある幼児

の実態調査」を行った。調査結果

をもとに、学校指導課とこども育

成相談センターが連携し保育園

訪問を行い、情報共有を行い早

期対応・早期支援を図った。 

学校指導課 

３ 障がい児保育事業 

○ 保育を必要とする障がいのある児童

を保育園に受け入れ、ともに集団保育

を行うことにより、障がい児の成長発

達を促進します。 

〇 全保育園、認定こども園で実施

５９人 

〇 全保育園、認定こども園で実

施 56人 

子育て支援課 
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② 学校教育の充実 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 特別支援学級の充実 

○ 特別支援学級に在籍する児童生徒

の障がいの程度や特性を考慮し、各学

校の特色を活かした教育課程を編成す

るとともに、教育内容や方法について

更に改善・工夫をして、児童生徒一人

ひとりに応じた教育の推進に努めま

す。 

〇 特別支援学級担当研修会、通

級指導教室担当者研修会を行

い、特別支援教育について共通

理解を図った。 

〇 特別支援学級担当研修会、通

級指導教室担当者研修会を行

い、特別支援教育について共通

理解を図った。 

〇 特別支援教育アドバイザーが

各学校を訪問し、特別支援学級

の担任に指導・助言を行い、特別

支援教育の充実を図った。 

学校指導課 

２ 
特別支援教育研修の

充実 

○ 小中学校の教職員に対する特別支

援教育の理解と認識を一層深めるた

め、研修の機会を提供します。 

○ 教育支援員研修会を開催し、困

り感をもった児童生徒への支援

の仕方について考え、日ごろの

実践につなげた。 

○ 教育支援員研修会を開催し、ワ

ークショップを通して、困り感を

もった児童生徒への支援の仕方

について考え、日ごろの実践につ

なげた。 

学校指導課 

 

③ 障害児通所支援サービスの充実 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
児童発達支援センタ

ーの設置 

○ 通所利用の障がいのある子どもやそ

の家族に対する支援等を行う児童発達

支援センターを設置します。 

○ 児童発達支援センターを１か所

設置 

○ 児童発達支援センターを１か所

設置 介護福祉課 

２ 
サービスの質を向上

させるための取組 

○ 県が実施する障害福祉サービス等に

係る研修への参加や、障害者自立支援

審査支払システム等による審査結果の

分析・活用を行います。 

○ 県が実施する障害福祉サービ

ス等に係る研修への参加数 4人 

○ 県が実施する障害福祉サービ

ス等に係る研修への参加数14人 
介護福祉課 
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④ 医療的ケア児の支援体制の整備 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 

医療的ケア児支援の

ための関係機関の協

議の場の設置 

○ 医療的ケア児が適切な支援を受けら

れるよう、保健、医療、障がい福祉、保

育、教育等の関係機関等が連携を図る

ための協議の場を設けます。 

○ 協議の場を設置し、１回開催し

た。 

○ 個別ケースについては、関係機

関（相談支援専門員、障害福祉サ

ービス事業所、市の関係部署 

等）を交えたケース３件に対して

ケース検討会を実施し、支援状

況・方針を話し合い、就学に向け

た切れ目のない支援となるよう

取り組んだ。 

〇 協議の場を設置し、２回開催し

た。 

○ 個別ケースについては、入園や

就学を迎える支援が必要なケー

スは関係機関を交え、支援状況・

方針を話し合い、切れ目のない

支援となるよう取り組んだ（8ケ

ース）。 

子育て支援課 

（子育て応援ステーション） 

学校指導課 

２ 

医療的ケア児支援の

コーディネーターの

配置 

○ 医療的ケア児に対する関連分野の支

援を調整するコーディネーターを配置

します。 

〇 県のコーディネーター研修に２

人受講した。 

〇 県のコーディネーター研修に２

人受講した。 子育て支援課 

（子育て応援ステーション） 
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(2) 雇用・就労 

① 一般就労のための雇用の場の拡大 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
企業等への働きかけ

事業 

○ 障がいのある人の一般就労と職場

への定着を促進するため、市内の企業

等への訪問やリーフレットの送付など

により、障がいのある人の雇用につい

て理解を求めるとともに、職場におけ

る合理的配慮について啓発を行いま

す。 

○ 「就労支援体制検討会」（市、基幹相

談支援センター、相談支援事業所か

が、こまつ障害者就業・生活支援センタ

ー、ハローワーク加賀、加賀商工会議

所、就労移行支援事業所）に参画し、就

労支援体制の検討を行います。 

○ 就労支援体制検討会（市、基幹

相談支援センター、相談支援事業

所かが、こまつ障害者就業・生活

支援センター、ハローワーク加

賀、加賀商工会議所、就労移行支

援事業所）を5回開催し、ハロー

ワークを通じてアンケートを行っ

た。 

 

○ 就労支援体制検討会を加賀市

じりつ支援協議会おとな部会

（就労）として実施し、ハローワー

クとの企業訪問や合同面接会の

協力、事業所間のつながりの場

の検討を行った。 相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 

２ 
就労支援ネットワー

クの強化 

○ 障がいのある人の一般就労を促進

するため、小松市・加賀市・能美市・川

北町の3市1町の福祉団体、行政、企業

等で構成された「南加賀就労支援強化

連絡会」に参画し、連携を図ります。 

〇 南加賀就労支援強化連絡会が

行うセミナーや合同面接会に参

画した。 

・本人向けの個別相談会として小

松と加賀で実施としたが、加賀

会場は申込なしのため中止 

・合同面接会は規模を縮小して小

松と加賀で開催 

〇 南加賀就労支援強化連絡会が

行うセミナーや合同面接会に参

画した。 

 ・本人向けの個別相談会として小

松と加賀で実施した。加賀会場

では３名が参加した。 

・企業向けセミナーでは、事例報

告、パネルディスカッションな

どオンライン開催 

介護福祉課 
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② 多様な就業機会の確保 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
障がいのある人のテ

レワークの推進 

○ 障がいのある人のテレワークによる

就労の推進を図ります。 

○ テレワーク型障がい者雇用セ

ミナーを2回、模擬面接会を1

回、オンラインで開催。参加者

のうち1人が雇用に結びつい

た。 

○ テレワーク型障がい者雇用セ

ミナー（オンライン）の実施。 

支援機関向け １回 

当事者向け １回 

当事者向けセミナーでは鯖江

市、安城市と合同で開催し、セ

ミナー後に意見交換を行った。 

介護福祉課 

２ 
障害者優先調達推進

法の推進 

○ 市が発注する物品又は役務の調達

のうち、就労系事業所が受注可能な物

品又は役務について、就労系事業所へ

発注するよう努めます。 

○ 障害者優先調達推進法の趣旨に則

り、広く市民等に対しても、就労系事業

所の利用について働きかけを行いま

す。 

○ 実績額 4,715,173円 

（目標値： 2,868,575円） 

○ 市ホームページに「加賀市障

害者就労施設等からの物品等

調達方針」、「市内障がい者就

労施設等の供給可能物品及び

提供可能役務一覧」を掲載。 

○ 実績額 3,955,371円 

（目標値： 3,618,255円） 

○ 市ホームページに「加賀市障

害者就労施設等からの物品等

調達方針」、「市内障がい者就

労施設等の供給可能物品及び

提供可能役務一覧」を掲載。 

財政課 

介護福祉課 

 

(3) スポーツ・文化芸術活動 

① スポーツ活動の推進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 

スポーツ・レクリエー

ション教室等開催事

業 

○ スポーツの楽しさを体験し、スポー

ツを通じた社会参加を促進するため、

加賀市障がい者スポーツ大会等の開催

や、他団体が主催するスポーツイベント

への参加を促進します。 

○ 加賀市障がい者スポーツ大会

中止 

（新型コロナウイルス感染症の拡

大防止による） 

○ 県障害者スポーツ大会中止 

（新型コロナウイルス感染症の

拡大防止による） 

○ 加賀市障がい者スポーツ大会

中止 

（新型コロナウイルス感染症の拡

大防止による） 

○ 県障害者スポーツ大会ほか各

種大会への参加支援 

介護福祉課 
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② 文化芸術活動の推進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 作品展の開催 

○ 障がいのある人が制作した作品を展

示する機会を提供する作品展を開催

し、障がいのある人の創作意欲の向上

を図ります。 

〇 作品展などの事業は、新型コ

ロナウイルス感染症拡大の影響

により中止。 

〇 障がいのある人等が制作した

作品の展示会を開催（かがり火

作品展・ふれあい展）。 

介護福祉課 

学校指導課 

 

３ 暮らしの基盤づくり             
(1) 保健・医療 

① 疾病の予防と早期発見・早期対応の推進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
健康診査・相談体制

の充実 

〇 妊娠期から出産まで、切れ目ない健

診・相談体制を充実させます。 

〇 新生児聴覚スクリーニング検査と精

密検査を実施し難聴の早期発見・早

期対応に努めます。 

〇 4か月半児、1歳6か月児、3歳児の

各健康診査を実施し、障がいの早期

発見・早期対応につなげるとともに、

育児不安のある保護者の支援を行い

ます。 

〇 乳幼児健康診査未受診者の把握と

受診率の向上に努めます。 

○ 妊婦健康診査利用率 

  100% 

○ 母子健康手帳交付時の相談 

 100% 

〇 聴覚スクリーニング検査受診率 

 99.7% 

〇 受診率 

・4か月半 97.6% 

・1歳6か月 9５.３% 

・3歳 9５.9% 

○ 各種健康診査未受診者把握率 

・4か月半 100% 

・1歳6か月 100% 

・3歳 100% 

○ 妊婦健康診査利用率 

  100% 

○ 母子健康手帳交付時の相談 

 100% 

〇 聴覚スクリーニング検査受診率 

 99.0% 

〇 受診率 

・4か月半 98.1% 

・1歳6か月 95.3% 

・3歳 97.9% 

○ 各種健康診査未受診者把握率 

・4か月半 100% 

・1歳6か月 100% 

・3歳 100% 

子育て支援課 

（子育て応援ステーション） 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

２ 
健康診査後の事後指

導の強化 

〇 乳幼児健康診査で把握した、経過観

察が必要と思われる子どもとその保

護者に対し、健康相談等必要な事後

指導を行い、一人ひとりに応じた支援

を行います。 

・乳児相談参加率 8３.３% 

・幼児相談参加率 ６７.０% 

乳幼児相談の他、訪問や電話等

にて継続支援をしている。 

・乳児相談参加率 8５.２% 

・幼児相談参加率 ７６.６% 

乳幼児相談の他、訪問や電話等

にて継続支援をしている。 

子育て支援課 

（子育て応援ステーション） 

３ 
こども育成相談セン

ター事業（再掲） 

○ 発達の遅れや心配のある児童やその

保護者等に対し、相談支援、発達支援、

情報提供などの包括的支援を実施しま

す。 

○ 保健・保育・福祉・教育が連携して対

応し、助言や情報提供等の支援を行う

ための体制強化を図ります。 

○ ことばの相談 ２２件、保育園

訪問３６1件、学校訪問４1件、

専門医への紹介を実施５件 

○ こども育成支援会議の開催 

７回 

○ ことばの相談 ２０件、保育園

訪問137件、学校訪問145件、

専門医への紹介を実施6件 

○ こども育成支援会議の開催 

6回 

子育て支援課 

４ 
成人の健康診査体制

の充実 

〇 生活習慣病の予防に向けて、特定健

康診査や特定保健指導を計画的に実

施し、受診率又は実施率の向上に努

めます。 

〇 障がいの原因となる疾病の予防に

向け、大腸がん等のがん検診を行い、

受診率の向上に努めます。 

〇 特定健診受診率 ３５．４％ 

〇 特定保健指導実施率 ７８．８％ 

〇 大腸がん検診受診率 １５．４％ 

〇 特定健診受診率 ３７．８％ 

〇 特定保健指導実施率 ７９．２％ 

※特定健診および特定保健指導

は見込値を記載 

〇 大腸がん検診受診率 １４．５％ 

 

健康課 
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② 健康の保持・増進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
生活習慣病予防知識

の普及・啓発 

〇 生活習慣病の予防、健康の保持・増

進を図るため、健康教育及び健康相

談の充実に努めます。 

〇 チラシの配布や広報掲載等の方法に

より、市民の生活習慣病の予防及び

健康増進に努めます。 

〇 ３月広報に生活習慣改善パン

フレット（運動）折込 

〇 総合健康相談：316人（随時） 

〇 重点健康相談：10人（20回） 

〇 健康教育：920人（49回） 

〇 ９月広報にこころの健康につ

いてのパンフレットを折込 

〇 総合健康相談：延386人（随時） 

〇 重点健康相談：７７人（６３回） 

〇 健康教育：２,００６人（７８回） 

健康課 

２ 健康づくりの推進 

〇 市民一人ひとりの生涯にわたる健康

的な生活の実現を図るため、健康応

援プランに基づき、市民と行政、民間

企業、大学、各種団体等の協働により

市民の主体的な健康づくりの取組を

支援する「健食健歩プロジェクト」の推

進に努めます。 

〇 KAGA健康フェスタ２０２１は、

コロナ感染拡大防止のため中止。 

〇 ラジオ体操教室開催： 

運動定着コース 

１会場１０回  延261人 

〇 定例ノルディックウォーク会開催： 

6回 延129人 

〇 ウォーキングマップを活用した

ウォーキングイベント開催： 

   3回  延34人 

〇 KAGAタニタ健幸プログラム 

・運動セミナー、栄養セミナー、登

録説明会： 17回 延194人 

・５００！５００！ウォーク：インセ

ンティブ付与 延1,034件 

〇 KAGA健幸ポイント抽選への

応募者数： 延1,538件 

〇 KAGA健康フェスタ２０２２ 

 延６００人来場 

〇 ラジオ体操教室開催： 

運動定着コース 

1会場１２回  延３３６人 

〇 定例ノルディックウォーク会開催： 

９回 延２２０人 

〇 ウォーキングマップを活用した

ウォーキングイベント開催： 

   １回  １５人 

〇 KAGAタニタ健幸プログラム 

令和３年度で事業終了 

〇 KAGA健幸ポイントヘルスケア

アプリ 

  令和４年度登録者数 １，３８９人 

〇 KAGA健康ポイント抽選への

応募者数： 延1,７７１件 

健康課 
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③ 医療サービスの充実 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 医療費の助成 

〇 育成医療費、更生医療費の給付や、

心身医療費の助成制度により、障が

いのある人の経済的負担を軽減し、

必要な医療を受けやすくします。 

○ 手帳交付時に制度説明と申請

を求め、周知と実施の徹底を行

っている。 

○ 手帳交付時に制度説明と申請

を求め、周知と実施の徹底を行

っている。 介護福祉課 

 

（２）生活支援サービス 

① 障害福祉サービス等の充実 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
日常生活用具給付等

事業 

○ 日常生活の便宜を図るため、日常生

活用具を給付します。 

○ 給付件数 1,859件 ○ 給付件数 2,037件 

介護福祉課 

２ 
訪問入浴サービス事

業 

○ 移動入浴車等で訪問し、入浴支援を

行います。 

○ 利用件数 333件 〇 利用件数 280件 
介護福祉課 

３ 生活訓練等事業 

○ 日常生活上必要な訓練。指導等を行

うため、生活訓練等の事業を実施しま

す。 

○ 聴覚障がい者生活教室 

 1人参加 

○ 視覚障がい者生活教室 

  18人参加 

○ 聴覚障がい者生活教室 

 実施なし 

○ 視覚障がい者生活教室 

  12人参加 

介護福祉課 

４ 

日中一時支援事業 

（日中ショートステイ・

タイムケア） 

○ 家族の就労支援及び障がい者等を

日常的に介護している家族に一時的な

休息を提供するために、障がい者等の

日中における活動の場を確保し提供し

ます。 

○ 利用件数 319件 〇 利用件数 360件 

介護福祉課 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

５ 
福祉機器リサイクル

事業 

○ 不要になった福祉機器をリサイクル

し障がい者に貸し出します。また、公民

館・医療機関等の公共的施設に配備し

整備を行います。 

○ 貸出件数 175件 ○ 貸出件数 114件 

介護福祉課 

６ 

サービスの質を向上

させるための取組

（再掲） 

○ 県が実施する障害福祉サービス等に

係る研修への参加や、障害者自立支援

審査支払システム等による審査結果の

分析・活用を行います。 

○ 県が実施する障害福祉サービ

ス等に係る研修への参加数 4人 

○ 県が実施する障害福祉サービ

ス等に係る研修への参加数14人 

介護福祉課 

 

② 生活の場の確保 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
グループホームの確

保 

○ 障がいのある人の地域移行等のニー

ズを踏まえて、地域で安全に安心して

暮らすことができるグループホームの

確保に努めます。 

○ 令和４年度以降の開設に向け

て協議を実施（４事業所） 

〇 老朽化によるグループホーム

建替え（1事業所） 

介護福祉課 

２ 住宅リフォーム助成 

○ 居宅で障がいのある人等が安心して

暮らせるように、住宅の改修に要する

費用の一部を助成します。 

○ 助成件数 ２人（高齢者含む） ○ 助成件数 １人 

介護福祉課 
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③ 地域生活支援の体制整備の促進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
地域ケア会議の開催

（再掲） 

○ 地域生活支援拠点の整備・運営に関

する協議や、精神障害にも対応した地

域包括ケアシステムの構築に向けた協

議の場として、関係機関と「地域ケア会

議」を開催し、障がいのある人の地域

における生活支援について協議を行い

ます。 

○ 加賀市じりつ支援協議会おと

な部会（地域ケア会議）において

協議の場を設置 

○ 拠点整備について、事業所向

けの説明会を開催 

○ 加賀市じりつ支援協議会おと

な部会（地域ケア会議）において

協議の場を設置。精神科医師を

講師とし、精神疾患をテーマとし

た研修を開催した。 

 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

２ 

地域活動支援センタ

ー機能強化事業（再

掲） 

○ こころの健康ボランティア養成講座

の開催や地域への移行支援等を通じ

て、福祉人材の育成や地域の関係機関

との連携強化を図ります。 

○ こころの健康ボランティア養成

講座の開催（3回1コース）延べ参

加者数：35人 

○ 機関誌「アーモンド」の2回発行

（加賀市役所、加賀市社会福祉協

議会、ブランチ等に配布） 

○ 市内ピアサポーターの養成講

座の開催（４回1コース） 

参加者数：4人 

○ こころの健康ボランティア養成講

座の開催（３回１コース） 

 開催回数：1回、延べ参加者数：１４人 

○ 機関誌「アーモンド」の2回発行 

（市役所、社協、ブランチ等に配布） 

○ 市内ピアサポーターの養成講座の

開催回数：１回、参加者数：4人 

○ ３障がい連絡協議会（悠々あゆみ

会）の事務局 

 開催回数：７回 

○ 地域活動支援センター連絡会（市内

３か所の地域活動支援センター間の

連携を図る会）の開催 

 開催回数：３回 

○ 地域移行支援会議でのケース支援

等の検討 

参加回数：３回 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 

３ 
地域活動支援センタ

ー事業（再掲） 

○ 創作活動や生産活動の機会を提供

し、社会との交流の促進を図るととも

に、日常生活に必要な支援を行いま

す。 

○ 地域活動支援センター利用者

数 852人 

○ 地域活動支援センター利用者

数 1，019人 
相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 
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(3) 相談支援・情報提供 

① 相談支援体制の充実 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 

基幹相談支援センタ

ーの設置 

（相談支援機能強化

事業） 

○ 障がいのある人が安心して暮らして

いけるよう 相談支援事業所や関係機

関と連携し、地域における相談支援の

中核的な役割を担う基幹相談支援セン

ターを設置します。 

・総合的・専門的な相談支援の実施 

・地域の相談支援体制の強化 

・地域移行・地域定着の促進 

・権利擁護・虐待の防止 

・加賀市じりつ支援協議会の運営 

○ 相談支援機関への依頼が必要

なケースや、対応が困難と思わ

れるケースに介入し、直接支援

を行った 

○ 新規相談のインテークや相談

支援事業所等、各相談機関への

調整を行った 

○ 各相談支援事業所が対応困難

と判断するケースや虐待ケース

対応の相談を受け、後方支援を

行った 

○ 相談支援事業所連絡会の体制

を整備し、相談支援事業所向け

の勉強会を開催した 

○ 障がいのある方の地域移行に

係る会議を開催した 

○ ピアサポーターの育成や活動

のサポートを行った 

○ 加賀市じりつ支援協議会の事

務局運営を行った 

○ 障がいのある方の生活相談窓

口として、初期相談の役割に努

め、相談支援事業所へのつなぎ

が必要なケースの調整を行っ

た。 

○ 対応が困難と思われるケース

への直接介入や、専門機関への

つなぎを行った。 

○ 虐待ケースについては、障害

者虐待防止センターの機能とし

て、通報時の状況判断や、他機

関との協働を含めて、事案の解

決に努めた。 

○ 相談支援事業所連絡会の事例

検討に参加し、相談支援事業所

が感じる地域課題の実態把握を

行い、その解決に向け、加賀市じ

りつ支援協議会への報告や提言

を行った。 

○ 障がいのある方の地域移行に

係る会議（地域移行支援会議）の

開催を通して、病院と地域の援

助者が長期入院患者の実態を知

り、退院に向けた取組の実施に

努めた。 

○ ピアサポーターの育成や活動

のサポートを行った。 

○ 加賀市じりつ支援協議会の事

務局運営を行った。 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 
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② 情報提供の充実 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 
点字・声の広報等発

行事業 

○ 文字による情報の入手が困難な視

覚障がい者に対し、社会生活上必要な

情報を点訳、音訳その他視覚障がい者

に分かりやすい方法により提供しま

す。 

○ 市の広報及び折込チラシの点

訳・音訳を実施した。 

○ 市の広報及び折込チラシの点

訳・音訳を実施した。 

介護福祉課 

２ 
読書環境の整備 

（再掲） 

○ 「視覚障害者等の読書環境の整備の

推進に関する法律」、「加賀市読書活動

推進条例」（策定予定）の趣旨を踏ま

え、電子書籍（デイジー図書等）の普及

など読書環境の整備を推進します。 

〇 視覚障がい者専用の電子図書

館「アクセシブルライブラリー」を

令和４年度から運用するための

準備期間。 

〇 視覚障がい者専用の電子図書

館「アクセシブルライブラリー」

を７月１日から運用開始 

生涯学習課 

（図書館） 

介護福祉課 

３ 
奉仕員養成研修事業

（再掲） 

○ 情報提供を担う人材を確保するた

め、手話・要約筆記・点訳・音訳の各奉

仕員養成講座を開催します。 

○ 新型コロナウイルス感染症の

影響により講座等は開催中止と

した。 

○ 各奉仕員の養成講座を開催 

 点訳（スキルアップ）、 音訳（新

規対象者・フォローアップ）、手話

（入門）、要約筆記（入門） 

介護福祉課 

４ 要約筆記者の派遣 

○ 聴覚、言語機能、音声機能その他の

障がいのために意思疎通を図ることが

困難な人の意思疎通の円滑化を図る

ため、要約筆記者を派遣します。 

○ 新型コロナウイルス感染症の

影響はあるが、前年度と比較して

派遣件数は若干の上昇傾向にあ

る。 

（R２年度２件→R３年度４件） 

○ 前年度と比較して派遣件数は

若干の上昇傾向 

（R3年度 ４件→R4年度 ７件） 介護福祉課 

５ 
手話による意思疎通

支援 

○ 手話通訳の方法による意思疎通を

支援するため、手話通訳者の派遣等を

行い、意思疎通の円滑化を推進しま

す。 

・手話通訳者等の派遣 

・手話通訳者等の処遇改善等 

○ 新型コロナウイルス感染症の

影響はあるが、前年度と比較して

派遣件数が若干の上昇傾向にあ

る。 

（R2年度 38件→R3年度42件） 

〇 手話通訳者等資格取得助成 

 1件 

○ 前年度と比較して、派遣件数

が上昇（対象者の病院受診や高齢

による公的サービス受給に伴い増

加している。） 

（R3年度 ４２件→R４年度８９件） 

〇 手話通訳者等資格取得助成 

 1件 

介護福祉課 
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③ 権利擁護の推進 
№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

１ 

成年後見制度及び日

常生活自立支援事業

の普及 

〇 障がい等のために判断能力が十分

でない人が不利益を被らないように

支援する成年後見制度について、そ

の周知を図ります。 

〇 成年後見制度の利用が必要である

にもかかわらず、その利用が困難な障

がいのある人が成年後見制度を利用

することができるよう、制度の利用を

支援します。 

〇 判断能力が十分でない障がいのあ

る人が、地域でじりつした生活を送る

ことができるよう、社会福祉協議会の

日常生活自立支援事業による、福祉

サービスの利用援助や日常的金銭管

理の支援を行います。 

○ 市長申立て件数（要請書受理

件数） 3件 

○ 報酬助成件数 ５件 

○ 成年後見センター「ほっこり」に

よる関係者への相談窓口と事業

の周知を行った。 

（相談件数 3,439件） 

・知的障がい者：578件 

・精神障がい者：1,083件 

・高齢者：1,738件 

・その他：40件 

○ 市役所や社会福祉協議会の窓

口でチラシやポスターを設置し周

知を行った。 

市長申立て件数（要請書受理件

数） １3件 

○ 報酬助成件数 ３件 

○ 成年後見センター「ほっこり」に

よる関係者への相談窓口と事業

の周知を行った。 

（相談延件数 ２，６３１件） 

（相談内容 内訳） 

金銭管理 1151件、その他生活

の助言、手続き等 1393件、成

年後見に関する問い合わせ 87

件 

相談支援課 

２ 
障がい者虐待防止の

ための体制強化 

〇 障がい者虐待防止等に関する広報そ

の他啓発活動を行い、虐待防止の意

識を高めます。 

〇 市障がい者虐待防止センター機能の

一部を委託している相談支援事業所

と連携し、夜間・休日における相談・通

報・届出や虐待発生時の対応に係る

体制強化を図ります。 

○ 虐待防止周知カードを障害者

手帳の新規取得者及び更新者へ

配布した。 

配布数 250枚 

身体障害者手帳180枚 

療育手帳 20枚 

精神保健福祉手帳50枚 

○ 虐待防止センター機能により、

365日24時間体制で対応を行

った。 

○ 虐待防止周知カードを障害者

手帳の新規取得者及び更新者へ

配布した。 

配布数 240枚 

身体障害者手帳 170枚 

療育手帳 20枚 

精神保健福祉手帳 50枚 

○ 虐待防止センター機能により、

365日24時間体制で対応を行

った。 

○ 委託相談支援事業所（５か所）

に２４時間３６５日虐待通報の窓

口機能を委託し、対応の依頼を

行った。 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 
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№ 主な事業 方向性 令和３年度実績 令和４年度実績 担当部署 

３ 虐待防止研修の充実 

〇 障がいのある人、高齢者、その養護

者が安心して暮らし続けることが出

来るよう、支え手となる専門職が権利

擁護に関する共通認識を一層深める

ため、研修の機会を提供します。 

○ 地域包括支援センター職員向

けに障害者虐待防止法について

の研修会を開催し、相談支援専

門員も参加した。  

参加者数10人 

○ 高齢者虐待防止研修会におい

て、障害者虐待防止法の内容を

含む研修会を開催し、相談支援

専門員も参加した。  

参加者数９人 

相談支援課 

（地域包括支援センター） 

介護福祉課 

 


